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山岳デスティネーションとしての文化性に対する観光事業者の認識 

 
 

梅田 滋 
ニセコ町 集落支援員 

北海道大学観光学高等研究センター 研究員 
 
 
1. はじめに 
 

本稿は，今年度行った町内観光事業者に対するアンケート調査結果に対する分析と，同調
査から読み取れる観光事業者の意識を規定していると思われるニセコ・エリアの観光史に
関する考察から構成されている。いずれも山岳デスティネーションとしてのニセコエリア，
あるいはニセコ町の可能性を検討するということを目的にしている。 
 

2. 観光事業者へのアンケート調査 
 

ニセコ町では，2020 年 9 月 15 日から 10 月 30 日まで町内の観光事業者 200 社を対象
にアンケート調査を行った。計 96サンプルを回収，回収率は 48%であった。調査用紙を各
事業者に配布し，それを後日回収する方法を採用した（図 1）。 
調査は，持続可能な観光の取り組み実態の把握を本来的な目的としたものであるが，山岳

デスティネーションとしてのニセコ町の可能性とそれに対する事業者の意識，あるいはそ
の実践について考察する上でも，いくつかの有用な回答を得ることが出来た（図 2，図 3）。 
1 つは，「Q3．ニセコ町の持続可能な取り組みが観光分野においても重要であると認識し

た理由」について複数回答可の選択式で尋ねた設問である。その結果を見ると「1．自然・
景観・歴史・文化など地域の資源を守るため」という選択肢を選んだ人は 95.2％に上り，
ほぼ全ての事業者が，持続可能な観光においてこれらの資源保護が重要であるとの認識を
持っていることが分かる。これは，2 番目に割合の高かった「3．観光客に観光地として選
ばれるため」の倍以上の割合であり，資源保護と持続可能な観光とのつながりに対する認識
が突出している（図 4）。 
では，そういった認識はどのような実践に結びついているのだろうか。 
本調査では，続いて「持続可能な取り組みとして行っていること」，さらには「持続可能

な取り組みとして顧客に対して呼びかけていること」の 2 点についても尋ねた。その結果
を前出の質問の回答とクロス集計してツリーマップでまとめたのが図 5 である。左側の
48.3%を占めるのは「自然・景観・歴史・文化など地域の資源を守ることを重視はしている 
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出所：筆者作成 

図 1 観光事業者アンケート調査の概要 

 

出所：筆者作成 

図 2 観光事業者アンケート調査項目 
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出所：筆者作成 

図 3 観光事業者アンケート調査項目（続き） 

 

出所：筆者作成 

図 4 持続可能な取り組みが重要な理由 

が，取り組みとして実践もしていないし，顧客への呼びかけも行っていない」事業者である。
一方で，右側上部は「自然・景観・歴史・文化など地域の資源を守ることを重視し，具体的
な取り組みの実践と顧客への呼びかけの双方を行っている」事業者を示しており，これが
22.5%を占めていることが分かる。 

6.0%

42.9%

45.2%

33.3%

95.2%

5．その他

4．地域から観光地に対する理解を得るため

3．観光客に観光地として選ばれるため

2．オーバーツーリズムを守るため

1．自然・景観・歴史・文化など地域の資源を守るため

Q3:持続可能な取り組みが重要な理由(複数回答／n=84)
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つまり，持続可能な取り組みの重要性，そしてそれが観光分野においては，特に地域資源
の保全という観点で重要であるとの認識を多くの事業者が持っているにもかかわらず，半
数近くの事業者は何ら実践をしていないという現状が透けて見えるのである。 
今後，観光事業者への個別のヒアリング調査を実施したり，あるいは事業者がその保全の

重要性を認識している地域資源の特定，山岳の位置づけなどについて，山岳ガイドに対して
ヒアリング調査等を行うことで，観光事業者の地域資源への認識とその保全に向けた実践
との関連性についても考察を深めていきたいと考えている。 

 
出所：筆者作成 

図 5 持続可能な資源保全の「Q3重要視」と「Q4取り組み」と「Q5呼びかけ」 

 

3. 観光事業者の認識の背後にあるニセコ・エリアの観光開発の歴史 
 

ニセコ町の観光事業者の認識や実践を評価する上で，ニセコ・エリアの観光開発を 3 つ
の点から考察することが重要だと考えている。   
１点目は，蝦夷富士登山会の盛衰に関わる史的評価の視点である。 

蝦夷富士登山会は河合篤叙
かわいあつのぶ

が 1905 年に設立した団体で，北海道で最初に観光戦略を定め
その実践を担ったことに注目したい。この前年の 1904 年，函館から小樽までを結ぶ私鉄と
して北海道鉄道が開通しており，現在の比羅夫駅は当初，大曲駅という名称であった。これ
はこの駅の周囲を流れる尻別川が大きく蛇行していることに由来していた。ところが，蝦夷
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富士登山会は北海道鉄道と交渉を重ね，後に駅名を比羅夫駅へと改称させたほか，羊蹄山の

山頂に北海神社を造り，これものちに後方
し り べ

羊蹄
し

神社へと改称している。また，羊蹄山の山頂
には蝦夷富士登山会によって「日露戦捷記念比羅夫将軍記念標」が建てられたことが分かっ
ている。 
蝦夷富士登山会がこうした取り組みに注力した背景には，当時の日本の政治情勢がある。

「日露戦捷記念比羅夫将軍記念標」の建立からも分かるとおり，北海道鉄道が開通した1904
年は日露戦争開戦の年であり，大国ロシアに対抗する意識が強く共有されていた。蝦夷富士
登山会が日露戦争の戦勝祈願に阿部比羅夫伝説を結びつけたのは，北方からの圧力に対す
る危機感の表れと見ることもできる。 

日本書紀によれば，阿倍比羅夫が進出した最北の砦は後方
し り べ

羊蹄
し

と呼ばれた。河合篤敘は，
阿部比羅夫が軍による実効支配を築いた後方羊蹄とは北海道の羊蹄山周辺であると主張し，
こうした伝説を利用する形でロシアの侵攻から北海道を守るという政治的なメッセージを
発信した。そして，その発信，意識啓発のために，羊蹄山への登山観光を始めたのである。 
しかしながら，当時は比羅夫駅からの登山ルートはまだ整備されておらず，真狩や京極か

らの登山コースがあるのみだった。そこで，蝦夷富士登山会は比羅夫駅からの登山ルートを
開削し，9合目には有料の休泊所をつくった。登山口は今の半月湖周辺にあり，そこに事務
所を設けて関所とし，入山料を取って山に入れるという事業を営んでいた。 
ところが，その後，喜茂別から無料の登山ルートが開発されると，旅行者は徐々に比羅夫

ルートからこれら他の３ルートへと流出するようになった。コンセプトや狙いが明確であ
り，同時に「囲い込み」戦略を採用したという意味において，ある種の先進性，事業上の戦
略性に優れていた比羅夫ルートは，しかし，無料で利用できる他の登山ルートに敗れてビジ
ネスとしては衰退することになるのである。 
その後，1925 年，蝦夷富士登山会が持っていた全資産は同会よりも後に設立された北海

道山岳会に譲渡される。この北海道山岳会は比較的公益的な性格を持った会であり，蝦夷富
士登山会という私企業的な性格の強かった組織が開発した羊蹄山登山の囲い込みビジネス
は，結果的に北海道山岳会によってコモンズ的空間へと「解放」されたことになるのである。 
2 つめの転換点は，「山岳スキーからゲレンデスキーへの再度の『囲い込み』」である。 
ニセコ・エリアにおけるスキーは，1912 年の 2月から 4月にかけてテオドール・エード

ラー・フォン・レルヒが羊蹄山のスキー登山に挑戦したことに端を発する。これは旭川第 7
師団の軍事訓練の一環として行われたもので，蝦夷富士登山会や小樽新聞社も随行した。そ
の後，北海道大学と小樽商科大学の学生がそれぞれ旅館に泊まり込んでスキーの練習を行
ったことで，羊蹄山やニセコ山系の山々へ山岳スキーが急速に展開されていった。 
さらに，スキー好きで知られる秩父宮雍仁親王が 1928 年，モイワ，チセの山岳スキーを

目指して来道した折，吹雪に巻き込まれて遭難騒動となった。これをきっかけに，ニセコ・
エリアの雪質の良さが全国に知られることとなる。丁度この年の直前にスイスのサンモリ
ッツで冬季オリンピックが開催されていたことも手伝って，「極東のサンモリッツ」という
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冠とともに，山岳スキーのデスティネーションとしてのニセコは一躍全国区の知名度を獲
得したのである。 
ところが，1960 年代に入ると，新潟県などで開発が進んでいたゲレンデスキー場が北海

道内でも展開されるようになり，1961 年には比羅夫スキー場が開設されている。ゲレンデ
スキー場は，利用者を安全に滑らせるための条件が索道事業法に基づいて定められており，
自然の山岳をある種探索的な意図でレクリエーション利用する山岳スキーとは前提が異な
る。事業の前提は，あくまで利用者の安全確保であり，当然，その視点から滑降できないエ
リアや斜面が出てくる。これこそが自然空間でありその意味でコモンズとしての性格を有
しているはずの山岳が，ゲレンデという枠で囲い込まれるに至ったプロセスである。 
こうした経緯から，ゲレンデスキー場としての歴史を歩み始めたニセコ・エリアの山々に，

3 つ目の転換点が訪れる。ニセコルールの誕生である。これは，バックカントリースキー，
サイドカントリースキーへの需要の高まりを受けて，遭難や事故の防止を目的にニセコ在
住の登山家でペンションを営む新谷暁生氏を中心に作られたルールである。 
元来，リフトやゲレンデを経由せずに未圧雪のバックカントリーをスキーで滑降するこ

と自体は禁止されていない。これこそが前述の山岳スキーであり，所定の手続きを行えば，
私有林以外のスキー利用を禁じる法律はない。ところが，ゲレンデのリフトを使って山頂ま
で行き，そこからゲレンデを外れてバックカントリーエリアに入る行為は，索道事業法上問
題となる。おそらく，こうした利用は従来も小規模ながら存在していたと推測されるが，訪
日外国人旅行者の増加に伴ってスキーを目的にニセコ・エリアを訪れる外国人旅行者が急
増し，彼らを中心にバックカントリースキーが急速に普及したことで，結果的に，この問題
が顕在化したという経緯がある。 
ニセコルールの誕生は，ともすれば，問題の先鋭化，深刻化を招き，禁止される可能性も

あったバックカントリースキーに，地域による認識を与えるものであった。そして，この取
り組みによって，ゲレンデとして囲い込まれた山岳コモンズが再解放されたととらえるこ
とができるのであり，これこそが近年のニセコ・エリアにおけるパラダイム・シフトである。 
 

4. 山岳コモンズの再解放から山岳デスティネーションへ 
 

小説家として数多くの名作を世に送り出し，ニセコ町内に農場を所有していた有島武郎
は，1922 年，小作人に農場を無償解放した。これは，60数戸あった小作人たち一戸一戸に
土地を切り分けて無償譲渡したのではなく，全戸がまとまって農地全体を一体的に経営す
ることを条件とした解放であった。コモンズであった原野を農地として囲い込み，それを再
びコモンズとして解放するという動きは，本稿で検証してきた山岳を巡るパラダイムシフ
トとも重なる。囲い込みと解放が交互に繰り返されて来たニセコ・エリアの山岳の歴史的展
開を踏まえれば，それを舞台とする観光ビジネスもまた，こうしたパラダイムシフトを反映
させる必要があるのではないだろうか。 
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出所：筆者作成 

図 6 観光事業者の認識を評価するための視点（1） 

 

 

出所：筆者作成 

図 7 観光事業者の認識を評価するための視点（2）（3） 
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本稿の前半で触れたように，観光事業者の多くは，自然，景観，歴史，文化などの地域資
源の重要性を理解し，それらを保全することが観光における持続可能性の確保であると認
識している一方，具体的な事業にはそうした認識を反映できずにいる。これは，観光事業者
が先述のパラダイムシフトに直面しつつあることを認識していながら，具体的な行動には
展開できていないことを意味している。その意味では，今，ニセコ・エリアの観光は転換期，
過渡期を迎えているのかもしれない。 
近年のニセコ・エリアの観光がスキーヤーによって支えられてきたことは自明であるが，

これは同時に囲い込みを基本とした戦略の奏功でもあった。コモンズへの解放を実現する
上では，持続可能な観光の追求を，認識や意識のレベルから具体的なビジネスの領域に展開
していくことが欠かせない。それこそが，スキーという空間的，時間的に囲い込まれたアト
ラクションから，山岳というより広範で多様な概念への展開なのではないだろうか。 
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